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[事実の概要]

　X(原告,控訴人,上告人)は,昭和52年,Y保険会社(被告,被控訴人,被上告人)との間で,Xを保険契約者兼被保険者,保険金額800万円,Aを保険受取人とする生命保険契約を締結した。この契約の約款には,保険契約者は,契約者貸付けとして解約返戻金の9割の範囲内でYから貸付けを受けることができ,保険金または解約返戻金の支払の際に貸付金の元利金が差し引かれる旨の定めがあった。昭和61年,Aは,Xの虚偽の委任状,保険証券,預かっていた印鑑等をYに持参し,Xの代理人であると称して,この契約者貸付制度に基づき27万円余りの貸付けを受け,Xの預金口座に払い込まれた貸付金の大部分を家計のために支出してしまった。平成2年,XはAと離婚したが,その頃,Yから送付された貸付金の払込通知表によってAがYから金銭を借り入れたことを知り,貸付けを否認する旨の書面をYに送った。その後平成4年に保険の満期が到来したため,Yは,満期保険金から貸付げの元利金を控除してXに通知したところ,Xは,Aの行った借入れは無権代理によるもので無効であると主張して,Yに対して債務の不存在確認を求める訴えを提起した。

　第1審(東京地判平成4・5・7金判938号41頁),は,民法110条の表見代理の成立を認めてXの請求を棄却した。しかし,原審(東京高判平成5・7・20金判938号37頁)は,Aには基本代理権がないとして表見代理の成立を否定しつつ,Yのした相殺は実質的には保険金または解約返戻金の一部前払と同視できるとして民法478条を類推適用し,Yは相殺の効力に関する限り貸付債権をXに主張できるとした。そこで,Xは,貸付けを弁済と同視することはできないなどと主張して上告した。
[判旨]
　上告棄却。

　「右のような貸付けは,約款上の義務の履行として行われる上,貸付金額が解約返戻金の範囲内に限定され,保険金等の支払の際に元利金が差引計算されることにかんがみれば,その経済的実質において,保険金又は解約返戻金の前払と同視することができる。そうすると,保険会社が,右のような制度に基づいて保険契約者の代理人と称する者の申込みによる貸付けを実行した場合において,右の者を保険契約者の代理人と認定するにつき相当の注意義務を尽くしたときは,保険会社は,民法478条の類推適用により,保険契約者に対し,右貸付けの効力を主張することができるものと解するのが相当である。」
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